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原子炉本体の基礎の解析モデルへの荷重等入力方法と境界条件について 

 

1. 概要 

本申請の原子炉本体の基礎の FEM モデルは既工認同様 1/2 モデルを用いており，荷重等の入力

方法や境界条件がフルモデルに比べて複雑なため，本資料で荷重等の入力方法をイメージ図で示

し，1/2 モデル境界条件の設定についての詳細を示すものとする。 

本資料が関連する設工認図書は以下のとおり。 

・Ⅵ-1-2-1「原子炉本体の基礎に関する説明書」 

 

2. FEM モデルへの荷重等入力方法についてのイメージ図 

原子炉本体の基礎の FEM モデルを図 1 に示す。原子炉本体の基礎の評価では，荷重の種類ご

とに図 1 に示す解析モデルを用いて応力を算出し，それらを荷重組み合わせに従い足し合わせ

ることで応力等を算出する。 

荷重の種類ごとの荷重入力イメージを図 2～図 11 に示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 解析モデル 
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図 2 解析モデルのイメージ（死荷重及び鉛直地震荷重） 

 

 

 

図 3 解析モデルのイメージ（水頭圧）  
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図 4 解析モデルのイメージ（圧力荷重） 

 

 

図 5 解析モデルのイメージ（温度荷重） 
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図 6 解析モデルのイメージ（逃がし安全弁動作時水力学的動荷重） 

 

 

図 7 解析モデルのイメージ（チャギング及び蒸気凝縮振動荷重） 
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図 8 解析モデルのイメージ（EW 方向水平地震荷重） 

 

 

 

図 9 解析モデルのイメージ（NS 方向水平地震荷重）
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図 10 解析モデルのイメージ（ダイヤフラムフロアより作用する荷重） 

 

 
図 11 解析モデルのイメージ（下部ドライウェルアクセストンネルより作用する荷重） 
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3. 半割部における境界条件設定の理由 

原子炉本体の基礎の解析モデルは，構造の対称性から 1/2 モデルとしている（図 12）。1/2 モ

デルの境界部における境界条件は，入力する荷重の方向に応じて「対称境界」と「逆対称境界」

を使い分けている。境界条件の使い分けを整理した結果を表 1 に示す。 

 

表 1 半割部における境界条件の使い分け 

対称境界 

構造に対称荷重が作用する場合に適用する。（例：圧力荷重，EW 方向＊1水

平地震荷重） 

解析対象からはずした領域の解析結果は，解析領域と対称となる。イメー

ジ図を図 12 に示す。 

逆対称境界 

構造に逆対称荷重が作用する場合に適用する。（例：NS 方向＊2水平地震荷

重） 

解析対象からはずした領域の解析結果は，解析領域と逆対称となる。イメ

ージ図を図 12 に示す。 

注記＊1：図 12 のＹ軸方向が図 8の EW 方向に該当する。 

＊2：図 12 のＸ軸方向が図 9の NS 方向に該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （a）対称境界               （b）逆対称境界 

図 12 境界条件設定のイメージ図※ 

 

※ 出典：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（発行：森北出版株式会社） 
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原子炉本体の基礎の耐震重要度分類について 

 

1. はじめに 

  原子炉本体の基礎はⅥ-1-2-1「原子炉本体の基礎に関する説明書」において，耐震重要度分類

を「S クラス相当」と記載している。本資料はこの理由について説明する資料である。 

 

2. 既工認における取扱い 

  原子炉本体の基礎は原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編（ＪＥＡＧ ４

６０１・補-1984）の分類例おいて，原子炉圧力容器等の間接支持構造物と分類されており，既工

認においても間接支持構造物として取り扱っている。 

  一方で，原子炉本体の基礎は間接支持構造物の機能に加えて，ドライウェルとサプレッション

チェンバの圧力境界となる機能も有しているため，既工認において Sクラスと同等の評価を実施

している。 

 

3. 本申請における取扱い 

  本申請においても，既工認における整理を踏襲し，間接支持構造物として分類するが，評価と

しては S クラスと同等の評価を実施することとし，Ⅵ-1-2-1「原子炉本体の基礎に関する説明書」

の耐震計算上は，「S クラス相当」と記載することとする。 
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2.1.2 アンカボルトの定着 

Ⅵ-1-2-1「原子炉本体の基礎に関する説明書」における解析モデル及び解析モデル諸元に

基づき求めたアンカボルトに生じる引張応力度σｔｏ及びσｔｉより，アンカボルトの引抜き

力Ｆは， 

Ｆ＝(4×σｔｏ＋2×σｔｉ)×Ａ０ 

＝(4×  ＋2×  )×  ＝2.256×106 N/4.5° 

となり，コンクリートの短期許容せん断力Ｑｐａ以下である。 

Ｑｐａ＝α×ｂ０×ｊ×ｆｓ 

＝1.5×  ×  ×1.19 

＝  N/4.5° 

 

    ここで， 

σｔ アンカボルト軸断面での最大引張応力度 

σｔａ アンカボルトねじ部有効断面での最大引張応力度 

Ａ０ アンカボルトの軸断面積（  mm2 ×1 本） 

Ａ１ アンカボルトのねじ部有効断面積（  mm2 ×1 本） 

Ｆ アンカボルト（  ）の許容応力度の基準値 

Ｆ アンカボルトの引抜き力 

σｔｏ 外筒側のアンカボルト軸断面での引張応力度 

σｔｉ 内筒側のアンカボルト軸断面での引張応力度 

Ｑｐａ コンクリートの短期許容せん断力 

α 1.5（定数） 

ｂ０ せん断力算定断面の延べ幅（図 2 参照） 

ｊ 応力中心間距離（図 2 参照） 

ｆｓ コンクリートの短期許容せん断応力度 
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最大引張力作用時に生じる応力は， 当たり以下となる。  

せん断力  Ｑ２＝Ｐ２×6＝  N 

   曲げモーメント  Ｍ２＝Ｑ２× ２＝  N・mm 

曲げ応力度 σｂ２＝Ｍ２/Ｚ＝  N/mm2 

   せん断応力度  τ２＝Ｑ２/Ａe＝  N/mm2 

  ここで， 

Ｚ ：断面係数 

Ａｅ ：有効せん断断面積 

 

また，最大引張力作用時に下面の水平プレートに局部的に生じる応力は以下となる。 

   曲げモーメント Ｍ３＝Ｐ２× ３＝  N・mm 

   曲げ応力度  σｂ３＝Ｍ３/Ｚ＝ ＝ 271.6 N/mm2 

  ここで， 

 ３   ：リブから基礎ボルトまでの距離 

Ｚ  ：水平プレートの断面係数 

 

以上より，ブラケット部の鋼材に生じる応力度は， 

短期許容曲げ応力度 1.5・ｆｂ＝1.5×Ｆ/1.5＝  N/mm2， 

短期許容せん断応力度 1.5・ｆｓ＝1.5×Ｆ/(1.5×√3)＝  N/mm2 以下である。 

 

4. 添付資料 

添付資料－1 評価結果一覧



 

 

【アンカボルト】 
添付表 1－1 アンカボルトの最大引張応力度 

荷重の組合せ 

最大引張応力度 

（軸断面） 

σｔ(N/mm2) 

最大引張応力度 

（有効断面） 

σｔａ (N/mm2) 

短期許容引張応力度 

1.5・ｆｔ(N/mm2) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊    

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊    

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ    

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ    

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ    

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ    

 
添付表 1－2 アンカボルトの定着 

荷重の組合せ 

外筒の引張応力度 

（軸断面） 

σｔｏ(N/mm2) 

内筒の引張応力度 

（軸断面） 

σｔｉ(N/mm2) 

引抜き力 

Ｆ(N/4.5°) 

短期許容せん断力 

Ｑｐａ(N/4.5°) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊   2.256×106  

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊   1.984×106  

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ   3.625×106  

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ   1.254×105  

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ   1.187×106  

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ   3.477×106  
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【ベアリングプレート】 
添付表 2 ベアリングプレートの曲げ応力度 

荷重の組合せ 

ベアリングプレート 

に生じる 

最大引張応力度 

wｔ (N/mm2) 

ベアリングプレート 

に生じる 

最大圧縮応力度 

wｃ (N/mm2) 

曲げモーメント 

(単位幅 1mm 当たり) 

Ｍ(N・mm/mm) 

曲げ応力度 

σｂ (N/mm2) 

短期許容曲げ応力度 

1.5・ｆｂ(N/mm2) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊ 5.0   291.6  

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊ 4.4   296.7  

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 8.0   379.3  

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 2.8   283.8  

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 2.7   296.7  

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 7.7   394.8  
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【ブラケット部】 
添付表 3－1 最大圧縮力作用時のブラケット部の曲げ応力度及びせん断応力度 

荷重の組合せ 

最大圧縮力 

作用時 

Ｐ１(N/mm) 

せん断力 

Ｑ１ (N) 

曲げ 

モーメント 

Ｍ１ (N・mm) 

曲げ応力度 

σｂ１(N/mm2) 

せん断応力度 

τ１ (N/mm2) 

短期許容 

曲げ応力度 

1.5・ｆｂ

(N/mm2) 

短期許容 

せん断応力度 

1.5・ｆｓ

(N/mm2) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊ 3.595×106   28.7 62.3   

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊ 3.595×106   28.7 62.3   

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 4.301×106   34.3 74.5   

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ －   － －   

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 3.595×106   28.7 62.3   

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 4.301×106   34.3 74.5   

 
添付表 3－2 最大引張力作用時のブラケット部の曲げ応力度及びせん断応力度 

荷重の組合せ 

最大引張力 

作用時 

Ｐ２(N/本) 

せん断力 

Ｑ２ (N) 

曲げ 

モーメント 

Ｍ２ (N・mm) 

曲げ応力度 

σｂ２(N/mm2) 

せん断応力度 

τ２ (N/mm2) 

短期許容 

曲げ応力度 

1.5・ｆｂ

(N/mm2) 

短期許容 

せん断応力度 

1.5・ｆｓ

(N/mm2) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊ 5.850×105   10.6 43.8   

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊ 5.850×105   10.6 43.8   

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 7.290×105   13.2 54.6   

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ －   － －   

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 5.850×105   10.6 43.8   

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 7.290×105   13.2 54.6   
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添付表 3－3 最大引張力作用時の下面の水平プレートに局部的に生じる曲げ応力度 

荷重の組合せ 

最大引張力 

作用時 

Ｐ２(N/本) 

曲げモーメント 

Ｍ３ (N・mm) 

曲げ応力度 

σｂ３ (N/mm2) 

短期許容 

曲げ応力度 

1.5・ｆｂ(N/mm2) 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ＊ 5.850×105  271.6  

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ ＊ 5.850×105  271.6  

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 7.290×105  338.4  

Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ －  －  

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 5.850×105  271.6  

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 7.290×105  338.4  
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